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１　企業の環境対策への取組の支援

　企業は地域社会の一員として、事業活動に伴
って発生する大気汚染や水質汚濁、騒音・振動
など環境への負荷を低減し、環境保全のための
社会的責任を果たすことが期待されている。
　このような中、県と大分コンビナート立地企
業で組織した「大分コンビナート立地企業連絡
協議会」において、平成19年度に国の事業を活
用したＣＯ2削減や省エネルギーに関する調査事
業に取り組むとともに、廃棄物の再利用などに
ついても地場企業と連携した循環ビジネスの
事業化の検討を行っている。
　一方、多くの中小企業では、環境に対する関
心や意識が依然として低く、環境に関する専門
知識を持った人材やノウハウ等が不足してい
るため、環境対策が進んでいない状況にある。
　このため、（財）大分県産業創造機構では、
中小企業にアドバイザーを派遣し、ISOの認証
取得や省エネ対策などの支援を行っている。ま
た、企業OBを中心に組織するＮＰＯ法人技術
サポートネットワーク大分においても、企業に
対してきめ細かな環境マネジメントに関する
指導・助言を行っており、今後ともこれらの機
関や団体と連携し、企業の環境対策への取り組
みを支援する。

２　地域と協働した環境活動の促進

　環境対策に取り組んでいる企業では、地域住
民の視察を積極的に受け入れ、自社の環境対策
についての情報提供やＰＲに努めるなど、事業
活動に対する地域住民の理解促進を図ってい
る。また、企業が地域の美化活動等に参加する
など、地域と企業が協働して環境活動に取り組
んでおり、今後とも、こうした優良活動事例の
情報提供やPRを通じて中小企業への環境に対
する意識啓発を図っていくとともに、環境活動
に功績のあった企業を顕彰する。（ごみゼロお
おいた作戦功労者表彰受賞者は　P.17  表5b　
のとおり）

３　環境保全対策のための融資制度

　⑴　大分県環境保全対策資金融資制度
　近年、地球温暖化、オゾン層破壊、酸性雨
等地球規模の環境問題が議論されている中
で、事業者自らの産業公害防止施設及び環境
保全施設の設置が緊急の課題とされている。
　このため本県では、昭和46年に「大分県公
害防止施設整備資金」を創設し、中小企業者

の資金調達の円滑化や金利負担の軽減等を
図ってきたところであるが、平成7年4月1日
には、資金の名称を「大分県環境保全対策資
金」に改め、同年8月1日からは、融資対象に
フロン対策のための施設整備を追加した。

　ア　大分県環境保全対策資金の概要（平成21
　　　年度）

　　○融資対象者
県内において事業を営んでいる中小企業
者及び組合

　　○対象費用
融資要綱に定める公害防止又は環境保全
施設の設置又は事業所等の移転に必要な
設備資金並びに事業者負担金を納付する
ための費用

　　○融資限度額
　　　1企業3,500万円以内
　　　　（組合は7,000万円以内）

　　○融資期間
　　　12年以内（1年以内の据置後毎月均等償還）

　　○利率等
　　　融資利率　年2.1％、
　　　保証料率　年0.85％以内

　　○申込窓口
　指定金融機関・商工会議所・商工会・
　中小企業団体中央会

　　（指定金融機関）
　　　大分銀行・豊和銀行・信用金庫・大分県信用
　　　組合・株式会社商工組合中央金庫大分支店

第２節　企業の環境活動の促進

年度 12 13 14 15 16 17 18 19 20

件数 2 0 0 2 0 0 2 1 0

金額 65,000 0 0 70,000 0 0 60,000 25,000 0

融資実績� （単位：件、千円）
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⑵　その他の融資制度
　産業公害防止及び環境保全のための融資
制度としては、県制度のほかに、政府系金融

機関及び各市単独の制度があり、その概要は
表２のとおりである。

資金又は
融資機関 貸付対象 貸付施設 限　度 利　率 期　間 申込窓口 備　考

環境・エネル
ギー対策資金

（日本政策金
融公庫）

特定の産業公
害防止施設等
を設置する方
など

石油代替エネ
ルギー施設、
省エネルギー
施設、大気・ア
スベスト関連
施設、水質汚
濁防止施設等

直貸7億2千万
円（ただし、運
転資金
2億5千万円）
代 理 貸 1 億 2
千万円

融資期間等に
応じて異なる

設備資金15年
以内（措置2年
以内）運転資
金7年以内（措
置2年以内）

日本政策金融
公庫又は代理
店

詳細は申し
込み窓口へ
お問い合わ
せ下さい

環境対策融資
（日本政策投
資銀行）

環境保全施設
を設置する企
業

大気汚染、水
質 汚 濁 、騒
音・振 動・悪
臭・リサイク
ル・産業廃棄
物施設等

対象工事費の
30～50％

融資期間、事
業内容等に応
じて異なる

プロジェクト
の収益性、設
備の耐用年数
に応じて異な
る

日本政策投資
銀行大分事務
所

同上

大分市中小企
業環境保全資
金

同一事業を一
年以上経営し
ている中小企
業者

公害防止施設
の設置・改善
及び工場等の
移転

1,000万円
以内

年2.0％（保証
料 は 全 額 補
給）

10年以内（措
置1年以内）

取扱金融機関 詳細は申し
込み窓口又
は市へお問
い合わせ下
さい

別府市中小企
業公害防止設
備改善資金

公害防止にか
かる事業を要
する方

公害防止施設
等の設置・改
善、及び工場
等の移転

1,000万円
以内

年1.8％（保証
料 は 全 額 補
給）

10年以内（措
置1年以内）

取扱金融機関 同上

中津市環境保
全施設設備資
金

市内で同一事
業を1年以 上
行っている中
小企業者

公害防止施設
の設置に要す
る資金

企業
1,000万円
以内

年2.0％ 6年以内 取扱金融機関 同上

日田市公害防
止資金

市内で1年以
上同一の事業
を行っている
中小企業者

公害防止のた
め の 施 設 設
置・改善、又
は事業場の移
転に必要な資
金

準工業地域
2,000万円
以内

年 2 . 0 ％（ 金
利・保証料に
対して3割以内
の補助）

8年以内（措置
1年以内）

取扱金融機関 同上

その他
1,000万円
以内

6年以内（措置
1年以内）

表2　その他の融資制度（県制度資金以外の融資制度）� （平成21年10月現在）




